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女性の健康課題への対応の重要性

女性が比較的多い職種における課題
例）接客業・立ち仕事・コールセンターなどの職種に

おけるメンタルヘルスや喫煙率の増加など

月経における課題
例）プレゼンティーイズムの損失やリテラシー不足など

女性特有の疾病における課題
例）仕事との両立や婦人科検診の有無など

妊娠・出産における課題
例）キャリアチャンスの喪失など

更年期障害における課題
例）仕事や介護との両立や職場におけるチャンスの

喪失など

アブセンティーイズム
の改善

プレゼンティーイズムの
改善

長期的な人材活用

エンゲージメント
の向上

【職場における女性の健康に関する課題の例】 【可能性のある改善・効果】
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⚫ 民間調査によると、女性特有の月経随伴症状による労働損失は4,911億円と試算されている。

⚫ 女性が働きやすい社会環境の整備を進め、より多くの女性の活躍を促すことが、ダイバーシティ経
営の推進、それに伴う生産性向上や企業業績向上の観点からも重要。

参考：アブセンティーイズムとは、傷病による欠勤のこと。また、プレゼンティーイズムとは、出勤は
しているものの健康上の問題によって完全な業務パフォーマンスが出せない状況のこと。
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１．健康経営における女性の健康への対応

２．フェムテックの推進及び信頼性確保



健康経営について

⚫ 健康経営とは

健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの
下、従業員の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

⚫ 健康経営の効果

① 従業員の健康増進 ② 従業員の生産性向上に伴う、企業成長及び企業価値向上

③ 「健康」への投資促進と、ヘルスケア産業市場の拡大
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 健康経営優良法人の認定 日経平均株価を構成する
225社の84%が回答



⚫ 健康経営に係る各種顕彰制度を通じて、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」し、社
会的な評価を受けることができる環境を整備。

⚫ 2014年度から上場企業を対象に、東京証券取引所と経済産業省が「健康経営銘柄」を選定。

⚫ また、2016年度からは日本健康会議と経済産業省で「健康経営優良法人認定制度」を推進。

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）

健康経営銘柄 健康経営優良法人
(大規模法人部門(ホワイト500))

健康経営優良法人
(大規模法人部門)

健康経営度調査
回答法人

大企業・大規模法人
（1万法人以上）

上位500法人

大企業 等

健康経営優良法人
(中小規模法人部門(ブライト500))

健康経営優良法人
(中小規模法人部門)

健康宣言に取り組む
法人・事業所

中小企業・中小規模法人
（300万法人以上）

中小企業 等
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上位500法人



健康経営のフレームワーク

【健康経営度調査における評価項目】

項目 主な内容

１．経営理念
・経営トップのコミットメント

・統合報告書やCSR報告書への記載等を通じた社内外への発信

２．組織体制

・社長や役員が健康づくり責任者になる等、経営層が参加する組織体制の

構築

・専門知識を持った産業医や保健師等の健康施策検討への参加

・健康保険組合との連携体制の構築

３．制度・施策実行

・計画の策定 （例：従業員の健康課題を把握、健康課題解決のために

有効な取組を設定、健康経営で実現する目標値と目標年限を明確化）

・土台作り （例：ヘルスリテラシー向上のための研修を実施、ワークライフバ

ランスや病気と仕事の両立に必要な就業規則等の社内ルールの整備）

・施策の実施 （例：食生活の改善、運動機会の増進、感染症予防、メン

タルヘルス不調者への対応、受動喫煙対策、女性の健康課題への対応）

４．評価・改善
・実施した取組の効果検証

・検証結果を踏まえた施策の改善状況

５．法令遵守・
リスクマネジメント

・定期健診やストレスチェックの実施

・労働基準法、労働安全衛生法の遵守

ウェアラブルデバイス支給

＜施策例＞

ジム利用の費用補助

健康づくりセミナー

検診等に関する費用補助
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女性の健康に関する企業の取組

6※令和３年度健康経営度調査Q53・Q54の回答結果をもとに作成。

N=2,869

％

⚫ 令和３年度健康経営度調査の結果によると、女性の健康課題についてセミナー等により教育・啓
発を行っている法人は７割以上、婦人科健診等の補助を行っている法人は８割以上となっている。
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健康経営銘柄2022の取組事例

（出所）健康経営銘柄2022選定企業紹介レポート

⚫ 健康経営に取り組む企業では、女性活躍推進と合わせて健康課題への対応を強化。
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様々なステークホルダーに向けた情報開示の促進

⚫ 令和4年3月、情報開示を了承した2,000法人分の評価を経済産業省ウェブサイトで一括開示。

⚫ 各社の健康経営の総合評価や項目毎の偏差値に加え、回答内容に基づく情報（重点を置い
ている具体的な施策やその効果検証の結果など）を４ページにわたって記述。
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１．健康経営における女性の健康への対応

２．フェムテックの推進及び信頼性確保



フェムテック利活用の推進

⚫ 働く女性の妊娠・出産等ライフイベントに起因する望まない離職等を防ぎ、個人のウェルビーイン
グと人材の多様性を高め、中長期的企業価値の向上を図る。

⚫ フェムテック企業、導入企業、医療機関、自治体等が、連携して実施する、妊娠・出産等のライフ
イベントと仕事の両立、ヘルスリテラシー向上等の個人のウェルビーイング実現に向けた実証事業に
係る費用の一部を補助。（事業費の２／３以内、上限500万円。）

⚫ 働く女性向けの健康支援プログラムを実施する(株)
Kids Publicが、（株)パソナグループにおいて女性
職員30名に対し、健康支援プログラムを実施。

⚫ 具体的には、オンラインで産婦人科医等と定期的
に面談するプログラムや、リアルタイムでのオンライン
相談を提供。

⚫ 定期的面談プログラムを利用した女性職員の97％
以上が、自身の健康に関する意識の向上につな
がった。

事例：「働く女性の健康に対するオンライン支援プログラムの効果検証」（株式会社Kids Public）

※フェムテック等サポートサービス実証事業費補助金（令和4年度予算額：1.6億円）
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学会によるエビデンスに係る指針の策定

⚫ ヘルスケアサービスの利用者（健康経営企業など）による適切なサービス選択や、サービス開発事
業者による適切な研究開発への活用を目指し、各疾患領域の中心的学会によるエビデンス構築に係
る指針等の作成を支援する。

（
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｄ
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領
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Ｂ

疾患横断

・・・

① 予防・健康づくりのための行動変容等について
のエビデンスの構築や評価について、関連する疾
患分野の学会が指針等を策定。

（ex.認知症、生活習慣病、心の健康保持増進、女性の健
康等の分野）

② 予防・健康づくり領域においてエビデンス構築に
共通する課題についての研究。

（ex. 経済性評価、指標策定、適切な試験デザイン 等）
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ＡＭＥＤ事業による支援（エビデンスレビュー・プラットフォーム）
（Evidence Review Platform for prevention and health promotion services）

※予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業（令和４年度予算額：約５億円）


